
認
可
保
育
園

児
に
対
す
る

措
置
費
と
認
可
外

保
育
園
児
に
対
す

る
措
置
費
の
状
況

は
。

（
教
育
長
）

公
立
保
育
園

は
、
１
人
当
り
約

　
万
６
千
円
、
私

99立
保
育
園
は
約
　80

万
２
千
円
、
認
可

外
保
育
園
で
は
約

８
千
円
で
あ
る
。

認
可
園
と
認

可
外
園
で
は
約
１
０
０

倍
の
差
が
あ
る
。
こ
の
こ
と

に
関
し
て
教
育
長
は
ど
う
考

え
る
か
。

（
教
育
長
）
子
ど
も
は

小
城
市
の
宝
と
い
う
基

本
コ
ン
セ
プ
ト
を
持
っ
て
い

る
。

　
法
制
度
上
、
も
ど
か
し
い

と
こ
ろ
が
あ
る
が
、
ソ

フ
ト
面
で
知
恵
を
絞
っ

て
取
り
組
む
。

芦
刈
幼
稚
園
で
は
、

園
児
の
３
分
の
１

が
延
長
保
育
を
活
用
さ

れ
て
い
る
が
、
三
日
月

幼
稚
園
で
の
延
長
保
育

は
で
き
な
い
の
か
。

（
教
育
長
）
今
の

時
点
で
は
非
常
に

無
理
が
あ
り
厳
し
い
。

国
の
施
策
も
変
わ
ろ
う

と
し
て
い
る
の
で
、
変

化
の
流
れ
の
中
で
考
え

て
い
く
。

▲“小城市の宝”認可外にも光を！

意
 
見
 
書

「
環
太
平
洋
経
済
連
携
協
議

（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
交
渉
参
加
へ
の

慎
重
な
対
応
を
求
め
る
意
見

書
」

　
我
が
国
の
食
料
自
給
率
が

先
進
国
の
中
で
も
　
％
と
い

４０

う
低
い
現
状
で
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
が

締
結
さ
れ
れ
ば
日
本
農
業
に

大
き
な
影
響
を
与
え
る
。

　
よ
っ
て
　
月
議
会
冒
頭
の

１２

　
月
　
日
、
議
員
発
議
に
よ

１１

３０

る
全
会
一
致
で
可
決
し
た
。

以
下
全
文
を
掲
載
す
る
。

環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）交渉参加への慎重な対応を求める意見書

　我が国の農林水産業を取り巻く情勢は、担い手の減少、高齢化の進行、耕作放棄地の増
加、水産資源の減少や価格の低迷など非常に厳しい状況にある。
　こうした中、政府は１１月９日、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）について、「関係国
との協議を開始する」と明記した「包括的経済連携に関する基本方針」を閣議決定された
ところである。
　しかし、この環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）は、予め特定分野の自由化を除外しての
交渉参加は認められない可能性が高く、参加後も１０年後にはほぼ全ての分野での関税撤
廃が原則とされており、米などの重要品目については例外扱いし、国内産業に悪影響を与
えないよう最大限配慮されてきたこれまでの経済連携協定（ＥＰＡ）とは比較にならない
ほど厳しい内容のものである。
　仮に、この交渉に拙速に参加した場合、我が国農業への影響は計り知れず、国内農業が
壊滅的な打撃を受ける強い懸念があるとともに、食料自給率を上げるという政府の方針や
食料の安全・安心な安定供給といったことに逆行して、食料の安全保障を脅かす重大な問
題であり、国家の根幹に関わるものである。
　また、農業は、地域経済との結びつきも強く、農業生産の縮小ともなれば、地域経済を
一層冷え込ませるなど、地方のさらなる疲弊につながるものである。
　さらに、農業・農村は「食」を支えているだけでなく、国土の保全や水源の涵養といっ
た多面的機能も持っており、こうした機能が損なわれれば、一般の市民生活にも多大な影
響を及ぼすこととなる。
　今回の政府の対応は、農業関係者を始め、食品産業、消費者等の幅広い国民的議論もな
く、唐突に検討表明が出された印象は否めない。
　よって、政府の環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）交渉への参加検討にあたっては、我が
国農林水産業への十分な配慮のうえで、下記のとおり慎重に検討されるよう強く要望する。

記

１　関税の撤廃が原則となっている環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）への参加については、
国内農林水産業への壊滅的な影響を与えるのみならず、我が国の食料事情を危うくし、
食糧安全保障の観点からも、国民の生活を危機的状況に追い込むことが想定されること
から、拙速な参加表明を行わないこと。

２　環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）への参加については、全産業の分野にわたって、そ
のメリット、デメリットについて、国会等で慎重に審議するとともに、国民に対し詳細
な情報提供を行うこと。

３　今後の国際貿易交渉に当たっては、『「多様な農林水産業の共存」を基本理念として、
食料安全保障の確保を図るなど、日本提案の実現を目指す』というこれまでの我が国の
基本方針を堅持し、食の安全・安定供給、食料自給率の向上、国内の農林水産業の将来
にわたる確立と振興などを損なわないように対応すること。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２２年１１月３０日

小城市議会議長　中島　正之　

内閣総理大臣　　　菅　　直人　様
衆議院議長　　　　横路　孝弘　様
参議院議長　　　　西岡　武夫　様
外務大臣　　　　　前原　誠司　様
農林水産大臣　　　鹿野　道彦　様
経済産業大臣　　　大畠　章宏　様
内閣官房長官　　　仙谷　由人　様
国家戦略担当大臣　玄葉光一郎　様
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